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開会 

1. 第 11回オペレーティング・モデル及び管理方式に関する技術会合（OMMP 

11）議長であるアナ・パルマ博士は、ウェブ会合を開会するとともに参加者

（別紙 1）を歓迎した。議長は、COVID-19パンデミックの影響により本年の

会合はウェブ会合として開催される運びとなったこと、及び本会合の主な任

務は本年実施される全面的な資源評価及びケープタウン管理方式（MP）の運

用に向けた準備作業を行うことである旨を述べた。 

2. 議題が検討及び修正され、別紙 2のとおり採択された。 

3. 会合に提出された文書リストは別紙 3のとおりである。 

4. 会合に先立ち、報告書の各パートを担当するラポルツアーが選出された。 

 

議題項目 1.  入力データのレビュー 

1.1. 遺伝子標識放流 

5. CSIROは、MP及び資源評価に使用する遺伝子標識放流データに関する文書

CCSBT-OMMP/2006/05を発表した。 2018年における 2歳魚コホートの絶対

資源量の推定値を提示するための CCSBT 遺伝子標識放流プログラムにおけ

る 3回目のサイクルが完了した。2018年 3月に 8,000尾以上の魚に対して標

識が装着され、2019年 8月における表層漁業の収穫時に 11,500尾以上の魚か

ら組織サンプルが収集された。DNAの抽出、シーケンシング及び資源量の推

定作業は 2020年 4月に完了した。 本解析を通じた 7,540万通りの比較の結

果、66件の一致（再捕）が確認された。2018年における 2歳魚の推定資源量

は 114 万尾で、変動係数（CV）は 0.123であった。2018 年の推定資源量は

2017年の推定値（115万尾、CV 0.122）と非常に近くなっており、2016年の

2歳魚推定資源量の約半分となった。各年の遺伝子標識放流プログラムから

得られたデータは、2020年に実施される資源評価及び 2021‐2023年の TAC

を勧告するためのケープタウンMPにおいて使用される予定である。 

6. CSIRO は、季節的な漁業環境及び COVID-19パンデミックの影響により 2020

年の放流サンプリング作業が不調（放流数が非常に低かった）に終わり、こ

のことは 2022年に報告される予定であった 2020年の 2歳魚推定資源量の数

値が得られないことを意味すると述べた。そうではあるものの、現時点では

2019年に放流された魚に対する 2020年の収穫サンプリング作業は計画どお

りに実施することとしており、来年の ESCに対しては 2019年における 2歳

魚コホートの推定資源量が報告される予定である。 



 

7. 技術部会は、2017年及び 2018年のコホートに関する推定値の CVが低い（約

0.12）ことに注目し、これらの CVが過小推定されていることを疑うに足る

理由があるかどうかをたずねた。CSIROは、遺伝子標識放流プログラムの設

計研究（CCSBT-ESC/1509/18）の段階で潜在的なバイアスの要因について幅

広く検討しており、また得られた CVは設計及びシミュレーション作業の段

階で得られた想定と一環していると回答した。また CSIRO は、最近において

多くの確認作業を完了したことを述べた。この作業には、2歳魚と 3歳魚を

区別するために用いた体長範囲の調査（脊椎骨の鱗紋カウント並びに耳石の

判読によるもの）も含まれる（ESC 24に提出された文書 CCSBT-ESC/1909/10 

及び 11も参照）。手法や解析に関する問題は一切示唆されなかった。現時点

では推定値の過剰分散の度合いを直接推定するにはタイムシリーズが短すぎ

るものの、将来的には可能となるものと考えられることが留意された。 

8. 技術部会は、遺伝子標識放流プログラムから得られた直近の推定加入量が低

いことは加入が乏しいことを示唆するものであるのかどうかをたずねた。直

近の 2つの推定値（2017年及び 2018年）はリファレンスセットで推定され

た近年の加入量レベルを下回っているものの、2000年代初頭に観測された歴

史的に低かった加入量は大きく上回っていることが留意された。技術部会

は、特定の年級群と直近の平均加入量について、絶対的な推定値を OMと直

接比較することは有用であると思料した。この比較作業は会合中に実施さ

れ、議題項目 2（パラグラフ 46）の下で報告された。 

1.2. 近縁遺伝子解析：親子ペア（POP）及び半きょうだいペア指数 

9. オーストラリアは、MP及び資源評価に用いる近縁遺伝子標識再捕

（CKMR）プロジェクトの親子ペア（POP）及び半きょうだいペア（HSP）

に関する文書 CCSBT-OMMP/2006/06 及び CCSBT-OMMP/2006/14 を発表し

た。2019年には 約 1.01億回の比較を通じて 82組の POPが確認されたのに対

し、2020年には 1.12 億回の比較で 89組の POPが確認された。「ヒット率」

（比較回数に対する POP確認の比率）は、2019年の 100万回当たり 0.812 に

対して 2020年は 0.795となり、2.2 % 低下した。これは、特に最新年の総再

生産出力が以前よりも若干楽観視されるようになったことと定性的に比例し

ている。POP成魚の年齢分布は 2019年と基本的に同じで、16歳前後に明確

なピークがあり、8歳以下の POP成魚はほとんど存在せず、26歳以上の POP

成魚は皆無であった。HSPについては、2019年には 7,800万回の比較を通じ

て 145組のコホート横断 HSPが確認された（注：コホート HSPは推定プロセ

スでは使用されない）のに対し、2020年には 8,800万回の比較を通じて 155

組の HSPが確認され、ヒット率は 2019年よりも約 4 % 上昇した。過去の会

合でも指摘されてきたとおり、全体のサンプルサイズが増えるに連れて真の

HSPと関連性のない（もしくは関連性の低い）ペアとの重複が増加する可能

性がある。このような偽陽性リスクを非常に低く抑えるためには、HSPの確

定に利用する統計の下限カットオフ値を引き上げる必要があることが判明し

た。このため、2020年の HSP数は 2019年よりも減少し、また偽陰性率が高



 

くなった。 将来的には SBTのゲノムアセンブリを利用して現在除外されて

しまっている HSPを「取り戻す」ことを目指す予定であるが、当面のとこ

ろ、MP及び資源評価において信頼性の高い推定値を提供するには十分な

HSP数が得られているところである。 

10. MP及び資源評価におけるこれらのデータの使用については後の議題の下に

さらに詳細に議論される予定であることが留意された。これを受け、議題 2

及び議題 6の下にさらなる議論が行われた。 

1.3. CPUE 

11. CPUE作業部会の議長であるジム・イアネリ博士は、休会期間中に開催され

た 4回のウェビナーを通じて実施された作業について簡潔に総括した。この

作業では、2019年に当時のベース CPUEモデルで確認された問題に対処した

（2018年に関して生成された非常に高い CPUE指数が異常であると判断さ

れ、さらなる精査が必要とされていた）。議長は、本件を前進させるために

メンバー及び事務局が実施した作業及び支援に感謝した。これらの作業に

は、韓国による解析の更新、及び日本による膨大な新規の解析が含まれる。 

12. CPUE指数は、CCSBTの資源評価において、及び管理方式（MP）に対する

入力データとして利用されているところである。2019年の候補管理方式の試

験の際に実施された頑健性試験の結果について議論した後、CPUE作業部会

は、拡大科学委員会（ESC）会合でMPを実施する際は従来どおり 2つの加

重 CPUEシリーズ（W0.8と W0.5 ）の標準平均を使用するとの結論に至っ

た。しかしながら、観測値がない階層では CPUE値が極端に高く予測されて

しまうことを踏まえれば、これらの標準化シリーズを資源評価に使用するの

は不適切であるとされた。CPUEの標準化手法を改良するべく、休会期間中

にさらなる解析が行われた。  

13. CPUE作業部会は、同部会会合において発表された 3つの文書に注目した。

文書 CCSBT-OMMP/2006/10では、過去 10年と比較した 2019年漁期の日本の

はえ縄船の操業パターンの変化について報告した。著者は、漁獲量、隻数、

操業期間及び海区、海区別割合、体長分布、操業の集中度といった点におい

て 2019年の操業パターンに特段の変化は確認されなかったことを報告し、し

たがって 2019年の日本はえ縄 CPUEは過去の年と同程度に資源量を反映して

いるものと見なすことができるとの結論に至った。2019年における水揚量の

増加に最も寄与度が高かったのは CPUEであった一方、操業時空間の拡大及

び操業回数の寄与度は小さかった。 

14. 文書 CCSBT-OMMP/2006/11が発表された 。本文書は、MPにおいて SBT資

源量指数として使用されるコア船 CPUEについて要約したものである。本文

書では、データの作成、GLMを用いた CPUE標準化及び海区の重み付けにつ

いて説明している。コア船データは 2019年分まで更新された。ベース GLM

モデルでのW0.5 及びW0.8に関して、2019年の指数値は過去 10年間の平均

値よりも高かった。 



 

15. 文書 CCSBT-OMMP/2006/12が発表された。コア船 CPUEから計算した 2018

年の SBT資源量指数が異常に高くなった原因の究明が試みられた。その結

果、海区 8及び 9における緯度帯別のデータ量が均一でなかったために、年

／海域の交互作用項が異常な推定値となったことが原因であることが確認さ

れた。この結論は、データセットをわずかに操作することを以て確認され

た。年／海域の交互作用項を含めない GLMモデル及び年／海域の交互作用

項をランダム効果として扱った GLMMモデルでは、異常値の問題は解消し

た。 

16. 韓国は、同国 SBTはえ縄漁業の CPUEの標準化に関する文書 CCSBT-

OMMP/2006/13 を発表した。韓国まぐろはえ縄漁業の CPUE（1996‐2019

年）を、操業ごとのデータを用いた一般化線形モデル（GLM）により標準化

した。これらの GLMに用いたデータは、漁獲量（尾数）、漁獲努力量（鈎

針数）、フロート間の鈎針数（HBF）、操業位置（5度区画）、及び年別・

月別・海区別の船舶識別子であった。韓国漁船が SBTを漁獲対象として操業

した海区として、海区 8及び 9が特定された。経時的な漁獲対象の変化に関

する懸念に対応するため、2つの代替アプローチ、すなわちデータ選択とク

ラスター分析を用いてこれらの海区ごとに SBTの CPUEの標準化を行った。

GLMの説明変数は、年、月、船舶識別子、位置、月相、鈎針数及びクラスタ

ー（一部のモデル）であった。各海区の GLMの結果から、ノミナル CPUE

に影響を及ぼす主な因子は位置、年、漁獲対象及び月の効果であることが示

唆された。両海区の標準化 CPUEは 2000年代半ばまで減少したが、その後は

増加傾向を示している。 

17. 技術部会は、海区 8及び 9における韓国の CPUEと日本の CPUEをよりわか

りやすく比較できるよう、両者を併せてプロット化した上で精査するのは有

用と考えられることに留意した。さらに、2015年の高い CPUE指数について

議論する中で、高い CPUE指数は漁獲努力量の低さ及び操業海域の縮小に関

連している可能性が高いとの説明がなされた。 

18. ニュージーランドは、日本のはえ縄 CPUE指数に関して実施された探索的解

析について説明した文書 CCSBT-OMMP/2006/15 を発表した。本文書では

2018年の推定値が高くなった原因について探索し、漁獲量及び漁獲努力量の

データセットの中で、漁獲努力の集中度が高まるに連れて一部海域での漁獲

努力量のカバー率が疎らになっていくことを確認した。このことが、CPUE

の観測値のない階層での「ベース」GLMモデルによる予測結果の不安定化に

つながっていた。モデルで予測された極端な値の数をベースにこの問題の重

大性を診断する手法が開発された。一般化加法モデル（GAM）において時空

間の平滑化を行った結果、データがない又はデータが疎らな海区でもより安

定した予測が可能となり、情報量基準 AICで測定されたデータとの当てはま

りも改善した。OMMPで使用するモデル（GAM11）が勧告された。ESCで

の検討に向けて、科学調査計画（SRP）の一環としてモデルのさらなる開発



 

にかかる作業を行うとともに将来的な代替的 CPUE手法を引き続き探索して

いくことが勧告された。 

19. 技術部会は、指数に含めるセルを特定するために用いられる「5度区画あた

り 15ヶ月の記録」という新たな基準は、1986年から現在までの全てのタイ

ムシリーズ横断的な記録に基づくものであることに留意した。このフィルタ

リングを通じて除外される空間区画（セル）は多くはないものの、観測値の

少ない区画が指数に含まれてしまう事態は回避することができる。この目標

を達成するため、将来的な調査として、異なる解析（コア船団及び全船団）

に用いられる 2つのデータセットの時空間的なカバー範囲を直接比較するこ

とは有益と考えられる。技術部会は、CPUEモデルの選択にかかる客観的基

準を評価するべく将来的に取り組むべき作業（特に漁業操業がない特定の区

画で異常に高い予測値が発生した場合に探索する必要がある手法を含む）を

勧告した。 

20. 近年のノミナル CPUEのトレンドが GAM11のトレンドとは異なっているこ

とが留意された。ニュージーランドは、本件について調査を行い、来る ESC

会合までに文書 CCSBT-OMMP/2006/15を改訂し、異なるトレンドが示され

た要因を特定するアプローチを提示することに合意した。会合中に GAM11

の項の数列を精査することができ、緯度及び経度の平滑化を導入した場合に

トレンドの大きな変化が生じたことから、2015年以降のトレンドの変化は操

業位置に関係しているとの予備的なサマリーが示された。技術部会は、

CPUEタイムシリーズの標準化において異なるファクターがどのようにノミ

ナル CPUEに影響を及ぼしているのかを確認することができるよう、本作業

をさらに精査していくことを勧告した。 

21. 新たな GAMモデルの文脈でのコンスタント・スクエア（CS）及びヴァリバ

ブル・スクエア（VS）に関する議論が行われた。GAM空間平滑化モデルで

は、CSに類似したアプローチで漁獲のない区画への外挿が行われるため、デ

ータが欠落している場合はそうした区画での予測の不確実性が高まることが

指摘された。推定された CPUEシリーズの不確実性が信頼区間にどの程度適

切に反映されているかについては、観測値間の独立性にかかる仮定が崩れて

しまっていることから不明である。より望ましいとされる GAM11モデルを

用いれば、全タイムシリーズで同じ 5度区画を用いるコンスタント・スクエ

アと、特定の年において漁業活動があった区画のみを用いて同年の他の区画

ではゼロ資源量を仮定するヴァリアブル・スクエアのいずれの種類の指数も

構築し得ることが留意された。 

22. GAM11の CSバージョンは、GLMベースの CSモデルと比べて改善された指

数であることが合意された。しかしながら、VS仮説については、漁獲があっ

た区画の縮小が資源に占められている区画の縮小を一部反映しているとすれ

ば、GAMによる内挿でもやはり上方バイアスが生じる。したがって、この

懸念に対応するためには、GAM11の VSバージョンも引き続き含めておく必

要がある。 



 

23. 技術部会は、近年は漁獲海域がさらに縮小していることを踏まえれば

GAM11の VSバージョンは極端過ぎること、及びこれまで標準的な重み付け

として利用してきた W0.5（CSと VSに同等の重み付け）及び W0.8（CSに

0.8、VSに 0.2の重み付け）は再検討を要することに合意した。日本が提示し

た GAM11による CS及び VS指数を検討した結果、ESCで実施する資源評価

では 新たにW0.6（CSに 0.6、VSに 0.4）及び W0.9 （CSに 0.9 CS、VSに

0.1 ）の重み付けを使用することが合意された。また、リファレンスセットで

はこれら 2つのシリーズを同じ重み付けによりサンプリングすることも合意

された。 

24. 技術部会は、メンバーの科学者間でさらなる CPUE解析作業に高い優先度を

置くよう勧告した。具体的には、今会合に向けて実施された GAMを改良で

きるような時空間モデルのさらなる精査が奨励された。 

1.4. 未考慮死亡要因 

25. OMMP 11 に先立って 2020年 6月 9日に開催されたウェビナーでは、非協力

的非加盟メンバー（NCNM）による未考慮漁獲量の問題が議論された。同ウ

ェビナーの主な目的は、資源評価用モデルのリファレンスセットで使用する

未考慮死亡量（UAM）のシナリオを規定すること、及び感度試験としての計

算で使用される代替的なシナリオを提案することであった。 

26. ウェビナーでは、2019年のMP試験で使用されたオペレーティング・モデル

（OM）が、UAM1シナリオ（本シナリオでは、条件付けにおいて以下のよ

うな追加的 UAMを含めている：小型魚 1,000トン＋大型魚 1,000トン、1990

年のゼロから 2013年の同水準まで直線的に増加。さらに表層漁業の追加漁獲

として、1990年のゼロから 1999年までに 20 % まで増加）に基づくものであ

ったことに留意した。これは TAC設定における「MPアプローチ」と呼称さ

れていたものである。このアプローチでは、選択されたMPが潜在的な UAM

水準に対して頑健であるように MP試験に用いるシミュレーション・モデル

を妥当な追加漁獲量（すなわち UAM1）に合わせて調整するので、したがっ

てMPから生成された TACを計算されたとおりに実施することができる。 

27. 一方、資源評価においては、モデルへの当てはめのため、過去の報告漁獲量

に利用可能な最良の UAM推定値を追加する必要がある。2017年の資源評価

では、2007‐2014年について文書 CCSBT-ESC/1609/BGD02に示された

NCNMによる推定漁獲量を使用した。これは「targeted（対象漁業）」手法

（日本のはえ縄漁獲率を NCNM漁獲努力量に乗じて潜在漁獲量を推定する手

法）で計算したものである。2015‐2016年については LL1漁獲量に 306トン

相当の平均値を追加した。加えて、表層漁業による漁獲量を 20 % 増加させ

た（1992年のゼロから 1999年の 20 % まで一定比率で増加）。 

28. ニュージーランドが ESC 24で発表した文書 CCSBT-ESC/1909/33 が改訂さ

れ、前回の解析が更新された結果、2016年に提示された推定値を大きく上回

る推定漁獲量が示された。ESC 24で指摘された確認事項や課題は同会合中に



 

解決されたが、以下の 2つの課題、すなわち (1) 主なデータの変更による結

果への相対的な影響の定量的な評価、及び (2) 投棄される個体と船上保持さ

れる個体の間で重量が異なることを考慮した平均個体重量の推定方法の改訂

についてはさらなる解析及び文書化を要することが合意された。 

29. ニュージーランドは、これらの問題に対応した文書 CCSBT-OMMP/2006/04 

を提出した。結果として、改訂された推定値に対して最も大きな影響を及ぼ

したのは IOTC漁獲努力量データの処理に用いるコードに対する変更であっ

た。NCNMの漁獲努力量を混獲（台湾の漁獲能力を想定）と置くか漁獲対象

としている場合の漁獲率（日本の漁獲能力を想定）と置くかを上下の境界と

して見た場合、インド洋／大西洋における予測平均漁獲量は 70トンから 500

トン増加した。この 1点を変更しただけで推定漁獲量は 500‐900 % 増加

し、確認された中で最も影響が大きかった。太平洋についてはデータ変更に

よる影響は非常に小さく、WCPFCの漁獲努力量データに対する変更から生

じたのは最大でも約 20‐70 % （1‐20トン）の増加で、また日本の CCSBT

抽出データを変更した結果として 20 % （約 20トン）減少した。日本の漁獲

物の平均重量の推定値を変更すると SBTを漁獲対象とする漁業による予測漁

獲率はやや低下したが、NCNMによる予測漁獲量には顕著な影響はなかっ

た。 

30. また、以前のように公表データをシンプルに使用するのではなく、CCSBT事

務局が集計したより完全な漁獲努力量データを取り入れることにより、解析

に大きな影響が及び結果が改善したことに留意すべきである。 

31. 技術部会は、NCNMの潜在的な推定 SBT漁獲量を更新するために努力したニ

ュージーランド及びオーストラリアに感謝した。 

32. ウェビナーは、2017年の資源評価で用いたアプローチとの一貫性を確保する

ことができるよう、リファレンスセットでは入手可能な最良の UAM推定値

を使用すべきであるとの結論に至った。さらにウェビナーは、2017年に採用

された手法と同様に、GLM手法に基づくインド洋／大西洋の推定値及び太平

洋の推定値の和と、文書 CCSBT-OMMP/2006/04の表 12に示された対象漁業

の漁獲率（日本の漁獲率を想定）を用いて UAM LL1の漁獲量を計算するこ

とを決定した。表 1では、推定 UAMの計算値を、2017年に用いた値と比較

する形で示した。オーストラリア表層漁業については、以前と同様に 20 % 

の過剰漁獲量を追加した。 

 

 

 

 



 

表 1. CCSBTの NCNMによる年間漁獲量の推定値（トン）。文書 CCSBT-

OMMP/2006/04に提示された日本の SBTを漁獲対象とする漁獲努力による漁獲効率

を用いて GLM手法で計算したもの。 

年 

2017年資源評価で 

使用した値 

2020年資源評価で 

使用した値 

2007 81 244 

2008 35 124 

2009 224 418 

2010 372 756 

2011 246 333 

2012 476 613 

2013 293 668 

2014 210 443 

2015 306 950 

2016  1173 

2017  1402 

2018  1402 

2019   1402 

 

33. NCNMによる報告漁獲努力量は過小推定されている可能性があり、ひいては

UAMが過小推定となっている可能性があることについていくらかの懸念が

表明された。この潜在的なバイアスに対処するために SBT対象漁業（日本

LL）船団に対応する漁獲率を用いて NCNM船団の SBT漁獲量を計算する

と、逆方向のバイアスが生じてしまう可能性がある。技術部会は、これらの

推定値を今回の資源評価において使用することには合意したが、これらの推

定値を他の文脈でも使用できる確定的な推定値として受け入れることに対し

ては留保することを表明した。 

34. 上記のとおり、両方向へのバイアスが生じる可能性に加えて、他にも多くの

課題が確認された。すなわち、a) 対象漁業（日本）の漁獲率、混獲漁業（台

湾）の漁獲率、あるいは 2つの中間値などいずれの値を使用するのが最適な

のか；b) 推定漁獲量が実際に漁獲された場合、それらは船上保持されたの

か、又は投棄されたのか（生きたまま放流された可能性も含む）；c) 推定さ

れた漁獲量が実際は投棄されていた場合、それらは小型魚であったのか、又

は成魚だったのか；d) 日本の漁獲能力のみを単独で使用するのではなく、全

ての主要船団（日本、韓国、及び台湾）の漁獲能力を併せた方が良いのか。

また、台湾の漁獲物と日本の漁獲物ではサイズ組成が異なることも留意され

た。さらに台湾は、台湾漁船は SBT、びんなが及びばらむつを漁獲対象とす

るに当たって様々な漁獲戦略をとっており他の船団の漁獲戦略とは異なって

いること、したがって台湾の漁獲率を他の船団に適用するのは不適切と考え

られることを指摘した。OMMPは、次回の UAM解析の更新に向けて将来的

に調査を行う際にこれらの課題についても対処すべきことに合意した。 



 

35. また技術部会は、こうした懸念を認識し、不確実性を一括りに検討すること

ができるよう、台湾の漁獲率（混獲漁業）を仮定して推定した UAMを用い

て感度試験を行うことに合意した。NCNMによる潜在的な漁獲量が資源再建

に与える影響を評価するため、NCNM UAMを含めない感度試験も提案され

た。 

36. またウェビナーでは、2019年のケープタウン MPのチューニングに使用した

予測結果と比較するため、感度試験として UAM1シナリオを用いることに合

意した。 

 

議題項目 2. モデルの計算結果のレビュー：診断及び尤度の重み付け 

37. 入力データの処理、特に CPUE解析に関連する入力データ処理の遅れにより

OMの当てはまりに関する結果が利用可能となったのが OMMP会合のわずか

数日前であったことから、会合文書を作成する時間がなかった。会合前及び

会合中に実施された異なるモデルの当てはめにより得られた出力はウェブ上

にアップロードされ、コンサルタントであるダーシー・ウェバー博士が開発

した新たな Shinyアプリを用いて結果の精査が行われた。 

38. オーストラリアは、更新データを用いた予備的な OMの再条件付けの概要を

発表し、以下の点を報告した。 

• M0（0歳時の自然死亡率）を 2019年のMP試験で用いたグリッド

で規定した最低値（M0 = 0.35）に固定した場合、実施したほとんど

の計算でクラッシュした。この問題は会合前に確認されたことか

ら、解析者及び議長の間で M0の最低値を 0.4とすることが予め合

意された。この修正により、2019年のグリッドを問題なく計算す

ることができた。本報告書に示した結果はいずれも、上記のとおり

グリッドの M0値を修正したものである。 

• M10 については、最大値（M10 = 0.12）はあまりサンプリングされな

い傾向があった（図 1）。これは、同じコホートの絶対的な資源量

を異なる年齢で示すこととなる通常型標識放流データ（2‐4歳

魚、1990年代後半から 2000年代初頭まで）と親子ペア（POP）デ

ータ（前述の同じコホートを親魚として観測）との間で、当てはま

りの緊張関係があるためである。標識放流データは低めの M10 を選

好するのに対し、POPデータは中－高水準の M10 を選好する傾向

がある（図 2、下記パラ 41参照）。 

• 近縁遺伝子標識再捕（CKMR）の POPペア及び半きょうだい

（HSP）ペアのデータは相互に一貫しており、TROは 2019年の再

条件付けから 2 % 程度の微増を示した。 



 

• 他の各データシリーズとの当てはまりは全般的に良好で、明らかな

不一致は示されなかった（例えば図 3、航空目視調査との当てはま

り）。 

• 改訂された CPUEシリーズ（GAM11）は、2013年コホートの推定

資源量を大幅に下げた（図 4）。依然として平均値を大きく上回っ

てはいるものの、Base2016及び Base2018ほど極端ではない。 

39. 技術部会は、Base19の GAM11コンスタント・スクエア CPUE シリーズと、

M10のレンジを修正した同じグリッドとの間で、モデルの当てはまりに大き

な差はないことに留意した。これらのプロットが不確実性の範囲を完全に代

表するものではない（各グリッド横断的な最大尤度推定値のレンジを示すも

のであり、セル内の不確実性は網羅されていない）ことを認識したが、不確

実性が相対的に低いのは、SBT漁業に関するデータが比較的豊富であり、特

に絶対資源量に関する情報を提示するいくつかの独立したデータソースを有

するためである。独立的なデータソースとは以下のとおりである。 

• 同じコホートをカバーする通常型標識放流データ及び CKMR POP

データ 

• POPデータとは独立した形で親魚の絶対資源量及び総死亡量に関

する情報を提示する CKMR HSPデータ 

• 2歳魚の絶対資源量の推定値を提示する遺伝子標識放流データ 

40. 新たな GAM11 CPUEシリーズを用いて Base18 及び Base19の TROを比較し

た結果、不確実性のレベルはさらに低減され、またややポジティブな資源状

況が示された。 

41. 技術部会は、M0及び M10 （0歳魚及び 10歳魚の自然死亡率）の修正及び OM

に CKMRデータを含めることの影響について検討するにあたり、比較的複雑

な死亡率関数を採用した根拠を想起した。若齢魚には高めの M（特別に設計

された標識放流計画で推定された値（Polacheck et al. 20021、 

CCSBT_MPTM/0502/05、OMMP2報告書別紙 6））、未成魚及び成魚には中

程度の M 、25歳以上の魚にはさらに高い老齢死亡率（OMMP 2報告書別紙

7、OMMP 4報告書、ESC18報告書）が採用されている。死亡関数の複雑な

性質及び過去 10年間における情報の改善を踏まえれば、本件についてより深

くレビューすることが有用と考えられることが示唆された。技術部会は、

ESCにおける新たな SRPの策定作業の一環として本件を検討する価値がある

と考えられることに合意した。技術部会は、a) W0.6（0.6 CS、0.4 VS）及び

W0.9 （0.9 CS、0.1 VS）と命名した代替的なコンスタント・スクエア（CS）

及びヴァリアブル・スクエア（VS）の重み付けを用いた GAM11モデルをベ

ースとした新しい CPUEシリーズの組み込みによる影響、及び b) オリジナル

 
1 Polacheck , T., J.P. Eveson, and G.M. Laslett. 2002. Estimation of mortality rates from tagging data for pelagic 

fisheries: analysis and experimental design. FRDC Final Report 2002/015. 



 

の Base19グリッドではほとんどサンプリングされなかった M10 の最大値の除

去による影響を検証した（図 5、図 6）。技術部会は、より低い M10 を選好す

る通常型標識放流データと高めの M10 を選好する HSPデータの不一致には変

化がなかったことに留意した。技術部会は、OMに初めて HSPの情報を組み

込んだ前回の全面的な資源評価においてもこの問題が特定されたことを想起

した（OMMP 8報告書 及び ESC 22報告書）。ESC 18 では、標識放流データ

又は CKMRデータのいずれかを当てはめから外して 2つのデータセットの感

度を評価した。その結果、標識放流データは 2つのデータセットが揃ってい

る場合にのみ低めの M10 を選好し、CKMRデータを外した場合には高めの

M10 を選好することが示唆された。 

42. 図 7は、2つの新 CPUEシリーズ（W0.6及び W0.9）をベースとして更新した

W6W9 グリッドを用いて推定された、異なる M10値ごとの TROのタイムシリ

ーズを示したものである。尤度プロファイルで明確に表れた帯状のパターン

は SSBタイムシリーズでも確認されており、特に CPUEシリーズの初期

（1969年から 1970年代後半まで）において顕著であった。このことは、帯

状パターンは 2つの CPUEシリーズとセレクティビティの正規化に用いた年

齢範囲（qAgeRange 4-18 vs 8-12、図 8）の相互作用の結果であることを示唆

している。技術部会は、本件の根本的な原因、特にこれがモデル仕様のエラ

ーによるものなのかどうかを理解するためにはより詳細な診断が必要である

ことに合意した。 

43. W0.6 及びW0.9の当てはまりの例として、2つの中間セルの CPUE 指数を 

図 8に示した。ここでは、2種類の重み付けによる CPUEシリーズの間の残

差パターンの違いを表現している。 

44. 技術部会は、現在の計算ではセル内の不確実性が考慮されていないことに留

意した。近年の資源評価及び MP試験では、セル内の不確実性よりも構造的

な不確実性のほうがより重要である（すなわちより大きな結果の差につなが

る）と考えられてきたため、（グリッド内のセル間の）構造的な不確実性を

妥当な範囲で取り込むことに重点が置かれてきたところである。特に CKMR

データの追加によってデータの情報内容が向上したことにより、過去 10年に

おいて構造的な不確実性は大幅に低減された。技術部会は、一定期間内に作

業が実施できるのであれば、不確実性に関するより包括的な説明を提示する

べくセル内の不確実性について再検討するには良いタイミングであると考え

られると思料した。 

45. 同様の理由から、技術部会は、可能であれば、ESCでの評価に向けて当ては

めたデータシリーズの予測信頼区間（例えば CCSBT-ESC/1708/14）について

解析することも有益と考えられることに合意した。 

46. 遺伝子標識放流（GT）から得られる 2歳魚資源量の推定値にかかる精度の高

さに関する議論の後、技術部会は、W6W9グリッドで最大尤度を示した 2歳

魚資源量について遺伝子標識放流から得られた直接的な推定値と、これに対



 

応して資源量－加入量関数（再生産関数）から推定される予測値との具体的

な比較の結果についてレビューを行った（図 9）。技術部会は、GTの推定値

が OMの推定値に対して強く影響すること、及び OMの推定値と GTの推定

値の信頼区間が重なることに留意した。2016年の推定値は、OMから得られ

た近年の平均推定値を大きく上回った一方、より最近（2017‐2018年）の 2

つの推定値は近年の平均よりもやや低かったが、過去最低の年級群である

2002‐2004年の 2歳魚よりは約 50 % 高かった。プロットに示した最新年の 2

つの推定値（2019‐2020年）は再生産関係に基づく予測値で、これらは近年

の平均を上回っていることが留意された。これは資源量－加入量関数から逸

脱する加入量に対して自動補正がかかることを示している。すなわち、最新

の観測値が平均以下であったため、今後の年級群はそれら直近の値を上回る

可能性が高い。 

47. 技術部会は、他のデータシリーズ（体長組成、表層漁業及びインドネシアは

え縄漁業に関する年齢データ、通常型標識放流、POP、HSP、遺伝子標識放

流）への当てはまりについてレビューを行った。技術部会は、リファレンス

セットの選択について変更を促すような体系的な不一致その他の問題はなか

ったことに合意した。 

48. 技術部会は、ベースグリッドで使用される事前一様分布ではなく、スティー

プネス（h ）に対する目的関数の重み付けで得られたサンプリング事後分布

を精査した。技術部会は、GAM11 CSを唯一の CPUEシリーズとして使用し

た場合は、スティープネスの最頻値が中央に来るモードとなった一方、再サ

ンプリングでは M10の分布がやや偏ったが、尤度には大きな差はなかったこ

とに留意した。 

49. この問題についてさらに精査するため、更新されたグリッド（M10の値を改

訂したW6W9）のサンプリング事後分布を、目的関数の重み付けをした同様

のグリッドと比較した。目的関数の重み付けは低いスティープネス（0.6、0.7

及び 0.8付近）を強く選好したが、これは GAM11 CSをベースとした元のグ

リッドよりも、GAM11 VS仮説に重みを置いた W6W9グリッドに起因してい

るとされた。特に、W0.6 CPUE シリーズに当てはめられたモデルのサブセッ

トは、最低値のスティープネスを強く選好し、h = 0.8への支持はほとんどな

かった。 

50. W6W9グリッドにおける低いスティープネス値に対する強い選好を踏まえ、

技術部会は、このグリッドのデータに 0.6より低いスティープネス値を当て

はめられるかどうか、是である場合はリファレンスセットのスティープネス

値の範囲を広げるべきか、又は感度試験としてより低いスティープネス値を

精査すべきか検討することに合意した。技術部会は、これらの追加調査の焦

点はリファレンスセットに含めるスティープネス値の範囲であり、スティー

プネスの事前一様分布については維持することに合意した。 



 

51. 技術部会は、グリッドに含めるスティープネス値の範囲を前回変更したのは

2017年であったこと、その際には目的関数（対数尤度及びペナルティ）への

支持が低いことを理由に h = 0.55 及び h = 0.9という 2つの極端な値をグリッ

ドから除外したことを想起した。ESC 22においては、遡及的解析の結果

（ESC 22報告書、図 22）、近年の推定加入量が上昇し、検討されたあらゆ

る資源－加入量モデルの予想をはるかに上回ったため、2014年以降は 0.6未

満の h 値への支持はなくなったとの結論に至った（ESC 22報告書、パラグラ

フ 82‐86）。推定加入量の増加は、航空目視調査データから得られた非常に

高い資源量の観測値（2016年）、及び過去のベース CPUEシリーズの上昇に

よるものであった。CPUEの修正及び遺伝子標識放流データの追加の結果と

して、近年の推定加入量は大きく減少した。 

52. 新たな計算では、2014年の資源評価で使用した下限値と一致させたスティー

プネス下限値 h = 0.55に焦点が当てられた。この値は、スティープネス選好

度に対する加入量ペナルティの影響について詳しく解析した結果を基に規定

されたものである（OMMP 2、ESC 17及び ESC 22）。技術部会は、0.55以下

のスティープネス値を使った計算を最後まで実施することは可能であるもの

の、その当てはまりは他に劣るものと考えられることに留意した。

h={0.55,0.6,0.7,0.8} のスティープネス・グリッドを用いて、一様加重及び事後

加重の両方によりサンプリングされたサンプリング分布（図 10及び 11）を

見ると、h の下限値として 0.55を追加した場合の事後加重では比較的均衡の

取れたドーム型のスティープネス分布が示され、一様事前分布に比べて他の

グリッド要素への影響は非常に小さいことが示唆された。対応する尤度のプ

ロットでは、低いスティープネス水準に対する強い選好は加入量ペナルティ

項に誘導され、当てはめられたデータからスティープネスに関する情報はあ

まり得られないことが示された（図 12）。このような選好は全般的な目的関

数ではやや弱まったことから、当てはまりに影響を及ぼすのはデータセット

であることが示唆された。図 13は、W0.6  CPUEシリーズの方がW0.9（図

14） よりも低いスティープネス値が多く再サンプリングされることを示して

いる。技術部会は、これらの結果からリファレンスセット・グリッドのステ

ィープネス範囲の下限を 0.55まで広げる意義が十分に示されたと考えられる

ことに合意し、0.55から 0.8まで均等間隔をとった値を使用することを勧告

した。技術部会は、ESCによる検討に向けて、リファレンスセットにおける

スティープネス値の範囲を修正するに至った要因に関する包括的概要を提供

することができるように追加的な診断解析を完了することが重要と考えられ

ることに合意した。 

53. Psi に対する事後加重を評価した結果、事後加重を用いて Psi及び h をサンプ

リングすると、PsiとM10において若干のエイリアシングが起こることが示さ

れた。技術部会は、この結果は予想されていたとおりのものであり、ESCに

おいて検討する当初の感度試験リストから Psi感度計算を除外する根拠とな

ることに合意した（表 4）。 



 

議題項目 3. 予測結果に関する検討 

54. 会合中に実施されたオペレーティング・モデルの予備的な再条件付け（ESC

に対して提案されるリファレンスセットではない）で得られた予測結果が発

表された。条件付けされた 2つの OMセットが検証された。 

1) ケープタウン MPに使用するシリーズとして指定された、以前のベース

W0.5及びベース W0.8 CPUE シリーズの平均を使用する OM 

2) 2020年資源評価用のモデルのリファレンスセットとして使用される予定

の GAM11 W0.6及び W0.9シリーズの平均を使用する OM 

55. 予備的な結果から、予備的グリッドのいずれの組合せにおいても、ケープタ

ウンMPの再建目標（2035年までに SSB0 30%）が達成される可能性が高いこ

とが示唆された。 

56. 技術部会は、どちらの CPUEシリーズを予測に使用するべきかについて議論

した。発表された両セットの予測において条件付けに使用した CPUEシリー

ズは、MPのデータファイルで使用したものと同じものであり、過去の CPUE

及び予測においてシミュレートされた推定 CPUEとの間の一貫性を確保する

こととなる。 

57. 技術部会は、ケープタウン MPの試験と実施の間の一貫性を確保するため、

予測においては以前のベース W0.5及びW0.8シリーズの平均値を MP入力デ

ータとすることが望ましいと考えられることに合意した。しかしながら、前

述の議論（パラグラフ 23）において、現在は GAM11 CPUE シリーズの方が

資源量に関してより信頼性の高い指数であるとの結論に至ったことを踏ま

え、資源評価では GAM11 CPUEシリーズを使用するべきであり、その結果

が予測を起動させる年齢別尾数となる。このことにより、条件付けと予測結

果との間の連続性は失われることとなるが、この点については ESCまでに検

証することとした。 

 

議題項目 4. ESCに対して提示するリファレンスセットの仕様及び感度計算 

58. 技術部会は、モデル計算結果のレビュー（議題項目 2）に基づき、資源評価

用のリファレンスセットとして使用する OMの最終グリッドを選定した（表

2）。グリッドは、4つのスティープネス値（h）、3つの 0歳魚自然死亡率

（M0）、3つの 10歳魚死亡率（M10）、1つの Ω値（CPUEと LL1の漁獲可

能資源量が直線関係にあることを意味する）、LL1の経時的なセレクティビ

ティの標準化に使用する 2つの年齢範囲、2つの代替 CPUEシリーズ

（GAM11モデルに基づく W0.6 及びW0.9）並びに 3つの ψ値（年齢別再生

産寄与度の累乗パラメータ）を交差させた 432個のセルで構成される。 

59. モデルのリファレンスセットは、これらの主な不確実性を網羅した形で資源

状況に関する助言を行うことを目指したものである。 



 

 

表 2. ESCで発表される資源評価の修正リファレンスセット・グリッド。サンプリン

グ加重とは、2,000パラメータの組合せから分布を生成するにあたり、モデ

ル・グリッドをどのようにサンプリングしたのかを意味している。下記の 

M0、M10 及び h 値は、2019年のMP試験に使用した値、また 2017年に行われ

た前回の全面的な資源評価において使用したリファレンスセットとは異なるこ

とに留意されたい。以前使用された M0 = 0.35 及び M10 = 0.05 という低い値は収

束に問題があったため、OMMP前にそれぞれ 0.4及び 0.065に引き上げられ

た。M10 = 0.12の上限は今会合中に除外され（ただし W6W9リファレンスセッ

トの図には含めた）、上から 3つ目の値を引き上げた。h のグリッドを拡大

し、低い値を含めた（パラグラフ 51参照）。 

パラメータ 値 累積 N 事前分布 

サンプリン

グ加重  

H 0.55, 0.63, 0.72, 0.80 4 一様 事前 

M0 0.4 0.45 0.5 12 一様 事後  

M10 0.065, 0.085, 0.105 36 一様 事後 

Omega (Ω) 1 36 一様 事前 

CPUE 

W0.6, W0.9 

（GAM11の CS:VS

の重み付け) 

72 一様 事前 

CPUE年齢範囲 4-18, 8-12 144 0.67, 0.33 事前 

Psi (ψ) 1.5, 1.75, 2.0 432 0.25, 0.5, 0.25 事前 

 

60. OMリファレンスセットにおけるその他の仮定は以下のとおりである。 

• 非メンバーUAMの推定値：過去の LL1漁獲量に、表 1の推定漁獲量を追

加した。これらの値は GLM手法で推定されたものであり、文書 CCSBT-

OMMP/2006/04に記載した SBTを漁獲対象とする漁業の漁獲率を仮定し

ている。これは、予測における LL1漁獲量に対して 14 % 非メンバー

UAM漁獲量が追加されることに等しい。 

• 条件付けにおいて、オーストラリア表層漁業に 20 % の過剰漁獲分を追加

（予測上、1992年のゼロから 1999年の 20 % まで一定比率で増加し、そ

れ以降は同水準を維持） 

• インドネシアのセレクティビティについては、漁獲物における若齢魚（7

歳未満）の急増に対応するため、2012年以降は高めた柔軟性を維持 

• 予測 1年目の加入量偏差値としてシミュレーションされた値は、条件付け

されたモデルの過去の偏差値とは相関性がない。将来の加入量偏差値は、

自己相関による経験的推定値を用いてシミュレーションされる。 

• 2021年及びそれ以降の漁獲配分は表 3に示したとおり。全世界総漁獲可

能量の配分に関する CCSBT決議に基づく各メンバーへのノミナル配分量



 

（EC 26報告書の表 1：ノミナル漁獲割合）を、予測において検討された

4つの OM漁業に変換したものである。 

 

表 3. 予測で使用する漁獲配分  

予測で使用する OM漁業  LL1 LL2 インドネシア 表層 

配分 0.5752 0.0713 0.0607 0.3091 

 

 

61. 作業部会は、ESCに対して報告する感度計算について検討し、以下のリスト

を勧告した。 



 

表 4. ESCにおける検討に向けて実施される感度計算のリスト 

試験名 コード 条件付け及び予測に関する記述 優先度 

UAM1 UAM1 MP試験に使用したものと同様の UAMシナリオ。

LL1に対して 1990年から 2013年にかけて一定比

率で増加する形で 1000トン追加。表層漁獲量は

1992年の 1 % から 1999年の 40 % まで追加漁獲量

を増加し、その後も維持。20 % 手法と同様の形で

年齢組成をシフト。予測漁獲量：LL1は 14 % の過

剰漁獲、表層漁業は 40 % の過剰漁獲 

H 

UAMbycatch UAMbycatch 日本の漁獲率を用いて計算した LL1 NCNM漁獲量

を、台湾の漁獲率を用いて計算した推定値と置き

換える 

H 

No UAM noUAM 条件付け及び予測から NCNM漁獲量を削除 H 

LL1 Case 2 

of MR 

case2 2006年市場レビューのケース 2に基づく LL1によ

る過剰漁獲 
L 

Alternative 

overcatch 

TBD ESC25 で規定される代替的な過剰漁獲量の推定値

に関する感度試験 
? 

SFO00 sfo00 表層漁業における過剰漁獲ゼロ L 

Old CPUE 

series 

CPUE.old.base 旧ベース GLMモデルを用いて推定されたW0.5及

びW0.8 CPUEシリーズを使用 
H 

S50CPUE cpues50 LL1の報告漁獲量に対する 50 % の過剰漁獲     M 

Omega75 cpueom75 資源量‐CPUE関係のべき関数でべき定数=0.75 H 

Upq2008 cpueupq CPUEの qを 25 % 上昇（2008年から恒久化） H 

GLMM glmm 海域‐年ミックスモデルによる CPUE標準化 M 

Q age range cpue59 LL1の qの計算に 5‐9歳を使用 M 

Bridging  可能な限り、直近の資源評価に近い設定で計算を

実施。その際、データ及び仮定の変更によりグリ

ッドが異なることから一部実施困難であることに

留意 

 

IS20 fis20 インドネシアのセレクティビティは 20+ からフラ

ット 
M 

Aerial2016 as2016 2016年の航空目視調査指数を削除 H 

NoPOP&HSP  両方の近縁遺伝子データ（親子ペア及び半きょう

だいペア）を除外 
H 

Omit GT getout 遺伝子標識放流データを省略 H 

GTI troll 追加の加入量指数としてグリットタイプ指数を含

める。データ間の明らかな矛盾を考慮して、航空

目視調査の支配的な当てはまりを防ぐために航空

目視調査の CVを増加 

M 

Psi  事前加重ではなく Psiの目的関数の重み付けを用

いてグリッドサンプリングを実施 

破棄 

 (パラ 52) 

POPs only  他のトレンドデータの分散を増加させる又は他の

アプローチにより実施 

可能で 

あれば 

 

 



 

議題項目 5. 入力データ／コードの準備及び ESCにおけるケープタウン MP 

  実施に向けたステップのレビュー 

62. オーストラリアは、ケープタウン MPの数式について説明した文書 CCSBT-

OMMP/2006/08を発表した。本文書では、2019年のケープタウンMPへの主

な入力データ、及び各データコンポーネントが 2021‐2023年 TACを勧告す

るMPの計算においてどのような影響を持つのかについて説明した。MPに

入力されるデータは、1) 遺伝子標識放流を通じて推定された 2016‐18年の 2

歳魚コホート資源量及び各推定値に関連するマッチング数、2) w0.5及び w0.8 

ベース CPUEシリーズの算術平均、3) 更新された CKMRの親子ペア（POP）

データ、及び 4) 更新された CKMRの半きょうだいペア（HSP）データであ

る。 

63. 技術部会は、各コンポーネントがMPの出力に対してどのように影響したの

かについて議論した。詳細は文書 CCSBT-OMMP/2006/08のとおりである。 

64. POP及び HSPデータは成魚資源量と死亡量に関する情報を提供しており、こ

れを基にMPモデルコンポーネントにおける総再生産出力（TRO）の対数線

形トレンドが推定される。TROのトレンドは、TACの変更を決定するために

使用される。再建目標を達成するために必要な最低レベル以上のポジティブ

なトレンドがある場合にのみ、TACは増加されることとなる。TRO推定値が

再建目標に近づくに連れてMPの反応性が低くなるよう、密度依存効果が組

み込まれている。 

65. MPにおける CPUEコンポーネントは、上下の閾値に対応した最近 4年間の

CPUEデータの平均を使用している。TACの変更は非対称的で、下の閾値よ

りも低い場合には強く反応して TACを下げるのに対し、上の閾値よりも高い

場合には徐々に TACを上げる。CPUEコンポーネントは、CKMRコンポーネ

ントと同様に、再建目標に近づくに連れて、又は目標に到達した際には反応

性が低くなる。これにより、TACの経時的な安定に資することとなる。 

66. MPの遺伝子標識放流コンポーネントは、遺伝子標識放流による推定値の近

年の平均値及び指定の上下限値を使用し、TAC変更の方向と強度を決定す

る。近年の 2歳魚の資源量推定値が下限値よりも低くなった場合には非常に

強く反応し、TACが削減される。推定値の平均が上限値よりも高い場合の

TAC増加は比較的小さく、また上下限の範囲内に収まった場合には TACは

変更されない。 

67. 技術部会は、入力データがポジティブなトレンドを示している場合であって

も、TACが増加される前に最低限の再建率を満たす必要があることに留意し

た。これは、MPの一義的な設計の目的が資源の再建に置かれているためで

ある。 



 

68. MPのコード及びデータファイルは、Github サイトを通じて、又はリチャー

ド・ヒラリー博士に直接要望することでメンバーに対して利用可能になって

いる。 

 

議題項目 6. ケープタウン方式におけるメタルールのアップデート 

69. ESC 24 は、2019年の拡大委員会（EC）において採択されたケープタウン MP

に対応させるため、バリ方式に関するメタルールを更新すべきことに合意し

た。 

70. オーストラリアは、休会期間中のオーストラリアと日本による作業をベース

とするケープタウン方式に関するメタルールの一次案を提示した文書

CCSBT-OMMP/2006/09を発表した。ケープタウン MP用のメタルールのベー

スとして、バリ方式用に採用されたメタルール（ESC18 報告書別紙 10）が使

用された。これらのメタルールは、MPの実施に関するセーフティーネット

を提供するものである。既存のメタルールは、ESC及び ECが例外的状況の

影響や深刻度、対応の行動を評価する指針を提示するとともに、そうした事

象に対する熟考された秩序あるアプローチに関する有益な枠組みを提供して

きた。 

71. 技術部会は、メタルール、特に例外的状況に関するセクションについては意

図的にそれほど具体的でない規定とされており、そのことがバリ方式の実施

においては ESC及び ECにとって有用であったことに留意した。「深刻度」

の定義、及び行動原則の「行動」とは何を指すかという点について、定義を

明確にすることのメリットについての質問が提起された。既存のルールでは

明確に規定されていなかった他のステップについては、責任の所在（ESC又

は EC）を明確にすることが有用であるとの提案があった。メタルールの実

施に関して積み上げられてきた秩序ある哲学を構築及び維持したいとの願い

から、例外的状況のトリガーとなった様々な過去の事象及びそれらに対する

ESC及び ECの対応を網羅したいくつかの簡潔なケーススタディをとりまと

めることは、特に新たな参加者にとっては有益と考えられることが提案され

た。最後に、行動原則の文言を修正すべきとの提案がなされた。 

72. 技術部会は、メタルールはケープタウン MPの採択に関する ECの決議の一

部を構成するものであり、したがって今年後半に開催される ECによってレ

ビュー及び採択される必要があることを踏まえ、提出されたフィードバック

について少人数による休会期間中の作業グループがこれを検討し、ESCで検

討する改定案を策定する作業を継続すべきことに合意した。また技術部会

は、今年の ESC会合におけるレビュー及び勧告に向けて、ケープタウン MP

の完全な技術的仕様書及びその他の詳細（すなわち 3つの入力データシリー

ズ及びMP内の個体群動態モデル）についてもアップデートする必要がある

ことに留意した。 



 

議題項目 7. 作業計画 

7.1. 資源評価の感度試験に向けた準備 

73. 作業部会は、ESC前に実施する感度試験のリスト（表 4）を完了するため、

解析担当者の間で作業負担を分担することに合意した。議長は、会合後にこ

のことに関するエクセルシートを配布することに合意した。 

74. 議長は、Githubの構造について検討するための少人数によるウェブ会合を招

集することに合意した。 

7.2. その他の課題 

75. その他の課題は検討されなかった。 

 

会合報告書の採択 

76. 報告書が採択された。 

 

閉会 

77. 会合は 2020年 6月 24日 10時 15分（キャンベラ時間）に閉会した。 



 

別紙リスト 

 

別紙 

 

1 参加者リスト 

2 議題 

3 文書リスト 

4 図表 

  



 

別紙 1 
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議題 

第 11回オペレーティング・モデル及び管理方式に関する技術会合 

 

 

1. 入力データのレビュー 

1.1 遺伝子標識放流 

1.2 近縁遺伝子解析：親子ペア（POP）及び半きょうだいペア指数 

1.3 CPUE 

1.4 未考慮死亡要因（OMMP会合前に検討の予定） 

 

2. モデルの計算結果のレビュー：診断及び尤度の重み付け 

 

3. 予測結果に関する検討 

 

4. ESCに対して提示するリファレンスセットの仕様及び感度計算  

 

5. 入力データ／コードの準備及び ESCにおけるケープタウン MP実施に向

けたステップのレビュー  

 

6. ケープタウン方式におけるメタルールのアップデート 

 

7. 作業計画 

7.1    資源評価の感度試験に向けた準備 

7.2 その他の課題 
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3. List of Documents 

4. (New Zealand) Estimates of SBT catch by CCSBT non-cooperating non-member 

states between 2007 and 2017 (OMMP Agenda Item 1.4) 
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Agenda Item 6) 

10. (Japan) Change in operation pattern of Japanese southern bluefin tuna longliners in 

the 2019 fishing season (OMMP Agenda Item 1.3) 
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(OMMP Agenda Item 1.3) 
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13. (Korea) Data Exploration and CPUE Standardisation for the Korean Southern 
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Agenda Item 1.3) 

 

(CCSBT-OMMP/2006/Rep) 

1. Report of the Twenty Sixth Annual Meeting of the Commission (October 2019) 

2. Report of the Twenty Fourth Meeting of the Scientific Committee (September 2019) 
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4. Report of the Twenty Fifth Annual Meeting of the Commission (October 2018) 

 

5. Report of the Twenty Third Meeting of the Scientific Committee (September 2018) 

6. Report of the Ninth Operating Model and Management Procedure Technical Meeting 

(June 2018) 



 

7. Report of the Fifth Meeting of the Strategy and Fisheries Management Working 

Group (March 2018) 

8. Report of the Twenty Second Meeting of the Scientific Committee (August - 
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9. Report of the Eighth Operating Model and Management Procedure Technical 
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図表 

 

図 1. GAM11-コンスタント・スクエア CPUEシリーズに基づく初期リファレンスセット

のサンプリング分布（「レベルプロット」）。h = {0.6, 0.7, 0.8}には一様の重み付けを、

M0 = {0.4,0.433,0.467,0.5} 及び M10 = {0.065, 0.085, 0.12}には事後分布を、q-age-range及び

Psiには事前分布を用いてサンプリングした。横軸及び縦軸の値は、それぞれのレベル

内でジッターされた異なるグリッドファクターのレベルに対応している（実際のパラメ

ータ値ではない）。 



 

 

図 2. base19の負の対数尤度（NLL）成分の初期セット。負の対数尤度成分の合計

（sumNLL）及び総目的関数（objF）を x軸にM10でプロットし、スティープネス別に色

分けしたもの。M10の値は、値が全て相互に重なることのないように（カテゴリ内で）

ランダムにジッタリングされている。水平な破線は NLLの ± 2単位を示す。 

 

 

  



 

 

図 3. GAM11コンスタント・スクエア CPUE指数を当てはめた、Base19 OMから得られ

た「最も当てはまりの良い」セルにおける 2歳魚にかかる航空目視調査指数に対するモ

デルの当てはまり。 

 



 

 

図 4. 2019年の ESC 24において更新された OM（Base18）と比較した Base19における

加入量の推定タイムシリーズ 

 

 

 

 



 

 
 

図 5. W0.6及び W0.9 CPUEシリーズに当てはめた W6W9リファレンスセットのレベル

プロット。CS対 VS仮説の異なる重み付けに対応しており、W0.6とは CS:VS = 60:40

を、W0.9とは CS:VS = 90:10の重み付けを指す。グリッドセルは、h = {0.6, 0.7, 0.8} に

は一様分布を、M0 = {0.4,0.433,0.467,0.5} 及び M10 = {0.065, 0.085, 0.12} には事後分布

を、q-age-range 及び Psiには事前分布を用いてサンプリングした。横軸及び縦軸の値

は、それぞれのレベル内でジッターされた異なるグリッドファクターのレベルに対応し

ている（実際のパラメータ値ではない）。 

 

 



 

 
 

図 6. W6W9セットの負の対数尤度（NLL）成分。負の対数尤度成分の合計（sumNLL）

及び総目的関数（objF）を x軸にM10でプロットし、CPUEシリーズ別に色分けしたも

の（シリーズ 1＝W0.9、シリーズ 2＝W0.6）。グリッドのM10の値は{0.065, 0.085, 

0.105}で、値が全て相互に重なることのないように（カテゴリ内で）ランダムにジッタ

リングされている。水平な破線は NLLの ± 2単位を示す。 

 

  



 

 
図 7. W6W9グリッドを用いて推定した総再生産出力（TRO）をM10の値別に色分けした

もの（赤が最低値、青が最高値） 



 

 

 
図 8. 選択された 2つの中間グリッドセルの単位漁獲努力量当たり漁獲量（CPUE）に対

するモデルの当てはまり。2つの観測値（点）は年当たりの数字を示しているが、上側

の数字はW0.6 CPUE（下限値）に当てはめた CPUEを、下側の数字はW0.9 CPUE（上

限値）に当てはめた CPUEを示すことに留意。W0.6及びW0.9は GAM11 CPUEシリー

ズにおけるコンスタント・スクエアとヴァリアブル・スクエアの異なる重み付けに対応

しており、W0.6とは CS:VS = 60:40を、W0.9とは CS:VS = 90:10の重み付けを指す。 

 



 

 

 

図 9. 2018年の遺伝子標識放流プログラムによる結果（標識装着された年の 2歳コホー

トの絶対資源量の推定値を含む）の表（上）、及び遺伝子標識放流による 2歳魚資源量

の推定値とこれに対応する OMから得られた 2歳魚推定値、並びに資源量－加入量関数

（OM-(S-R)）で予測された 2歳魚資源量推定値の比較（下） 

 

 



 

 

図 10. W0.6-W0.9 CPUEシリーズ及びスティープネスを拡大したグリッドをベースとす

るリファレンスセットのレベルプロット。グリッドセルは、h = {0.55, 0.6, 0.7, 0.8}には

一様分布を、M0 = {0.4,0.45,0.5} 及び M10 = {0.065, 0.085, 0.105}には事後分布を、q-age-

range 及び Psiには事前分布を用いてサンプリングされた。横軸及び縦軸の値は、それぞ

れのレベル内でジッターされた異なるグリッドファクターのレベルに対応している（実

際のパラメータ値ではない）。 

. 



 

 

図 11. W0.6-W0.9 CPUEシリーズ及びスティープネスを拡大したグリッドをベースとす

るリファレンスセットのレベルプロット。グリッドセルは、h = {0.55, 0.6, 0.7, 0.8}、M0 

= {0.4,0.45,0.5} 及び M10 = {0.065, 0.085, 0.105}には事後分布を、CPUEシリーズには等し

い重み付けを、q-age-range 及び Psiには事前分布を用いてサンプリングされた。横軸及

び縦軸の値は、それぞれのレベル内でジッターされた異なるグリッドファクターのレベ

ルに対応している（実際のパラメータ値ではない）。 

 



 

 

図 12. W6W9グリッドから得られたペナルティコンポーネントの合計（下中央）及び目

的関数（下右）。X軸はスティープネス別にプロットし、CPUEシリーズ別（シリーズ

1＝W0.9、シリーズ 2＝W0.6）に色分けした。スティープネス値は、値が全て相互に重

なることのないように（カテゴリ内で）ランダムにジッタリングされている。水平な破

線は NLL（又はペナルティ）の ± 2単位を示す。 

 



 

  

図 13. W0.6 CPUEシリーズのみ及びスティープネスを拡大したグリッドをベースとする

リファレンスセットのレベルプロット。グリッドセルは、h = {0.55, 0.6, 0.7, 0.8}、M0 = 

{0.4,0.45,0.5} 及び M10 = {0.065, 0.085, 0.105}には事後分布を、q-age-range 及び Psiには事

前分布を用いてサンプリングされた。横軸及び縦軸の値は、それぞれのレベル内でジッ

ターされた異なるグリッドファクターのレベルに対応している（実際のパラメータ値で

はない）。 

 

 



 

  

図 14. W0.9 CPUEシリーズのみ及びスティープネスを拡大したグリッドをベースとする

リファレンスセットのレベルプロット。グリッドセルは、h = {0.55, 0.6, 0.7, 0.8}、M0 = 

{0.4,0.45,0.5} 及び M10 = {0.065, 0.085, 0.105}には事後分布を、q-age-range 及び Psiには事

前分布を用いてサンプリングされた。横軸及び縦軸の値は、それぞれのレベル内でジッ

ターされた異なるグリッドファクターのレベルに対応している（実際のパラメータ値で

はない）。 

  

 


